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北谷町における枯れ葉剤問題に関する要請 

 

昨年 4 月からの退役軍人の証言に基づく沖縄の枯れ葉剤に関する一連のメディア報道に

よって、沖縄県民の同問題への疑念は益々高まってきています。退役軍人だけでなく、沖

縄の基地労働者や一般人、次世代への影響も含め、全県的な被害を受けている可能性が高

いことがうかがわれるため、被害地域や、被害者の特定が急がれます。また、過去におけ

る北部訓練場における枯れ葉剤問題と同様に、今回も真相解明がされないままに枯れ葉剤

問題が幕引きされるのではないかと懸念されています。 

このような状況を受け、かつ枯れ葉剤問題は、適切な対応・指針が必要であると考え、

本ネットワークは、専門家の第三者機関に、これまでの県や自治体の調査体制および今後

のあるべき対応についての意見書の作成を依頼しました【添付資料：「米軍による沖縄県内

における枯葉剤問題への適切な対応についての意見書」（環境総合研究所）】（以下、「意見

書」とする）この「意見書」は枯れ葉剤問題に限らない、環境問題に共通する提言で、沖

縄県での多くの活用が望まれるものです。 

今回は、この「意見書」をもとに、北谷町に枯れ葉剤問題に関する以下の事項を要請い

たします。 

 

                 記 

 

1. 北谷町が行った町内 3 地点で行った環境調査について（→「意見書」p.11）  

北谷町は、退役軍人 3 名の証言を受け、今年 2 月上旬に町内 3 地点（白比川と塩川河口、

北前区の井戸）で環境調査を行ったことが報道されています（琉球新報「環境調査『異常

なし』北谷枯れ葉剤問題 町が国に事実精査要請」2012 年 3 月 8 日、QAB ニュース「枯れ

葉剤問題で要請 北谷町『継続して調査を』2012 年 3 月 7 日」）。 

1)この調査についての詳細（方法、実施機関、結果、分析）を町民のみならず、県民に公開・

説明（町のウェブページ、説明会の実施など）してください。 

2)この調査は、「意見書」のあるべき調査（pp.25-29）から鑑みても、決して十分な調査とは

いえないと考えられます。北谷町は引き続き事実関係の精査や基地関係市町村との連携を
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図ることなどを要請しているようですが、今後、県や他の関係自治体とどのような対応を

とることを考えているか、具体的に説明してください。 

3)今後の調査に関しては、「意見書」の提案するとおり（p.25-「4-2 調査のあり方」）、ヒア

リングを含めた調査計画の立案段階から市民が参加し、第三者機関が実施する形で行って

ください。 

 

2. 2002 年に北谷町で発見された約 200 のドラム缶の調査について（→「意見書」pp. 17-22） 

 2002 年に北谷町で発見された約 200 のドラム缶についての県の調査は、「意見書」で厳し

い評価がされています（「調査の目的を達成するには不十分な内容であり、場当たり的・お

ざなり、アリバイ的といった非難を免れない」。→「意見書」p.21） 

今後の調査体制の確立のためにも、この件に関しての以下の詳細な情報を、町民のみな

らず、県民に公開してください。 

1)既に開示されている情報や報告以外の情報・報告の有無。ある場合はその公開。 

2)原因についての日米政府からの照会、回答の有無や、最終的にドラム缶と内部のタール状

物質がどう処理されたかの報告。 

（国及び北谷町が負担した税金は合計で１億円近くにも及んでいるが、これだけの公費

を費やした調査結果や処分の内容等について納税者である県民、国民に説明しない理由は

ないはずである。） 

 

3.県・日本政府への働きかけ 

 北谷町は、米退役軍人の証言からも、枯れ葉剤使用・埋設の可能性が高いことから、県、

日本政府に、以下のとおり積極的に本件に取り組むことを継続的に働きかけてください。 

1)沖縄県に対して： 

以下のことについて、県として自主的な調査に一刻も早く取り組み、調査体制の確立を

図ることを要請してください。 

①枯れ葉剤について、沖縄の元米軍雇用員の証言を集めること。 

②枯れ葉剤について証言した米退役軍人の証言を検証すること。 

 具体的には、彼らの証言から汚染場所を確定すること。その中で高濃度汚染地域（ホッ

トスポット）と推測される場所について、専門家の助言を受け、県民参加のもと土壌調査、

水質調査、健康調査を行い、その結果を県民に早急に公表すること。 

2)日本政府に対して： 

国防総省のみならず、退役軍人省も含めた米国政府への継続した情報照会を要請してくだ

さい。 

3)日本政府、沖縄県に対して： 

改正駐留軍用地返還特措法案（軍転法）において、日米政府ではなく、県民がイニシアチ

ブをとることができ、柔軟で幅のある運用が可能な制度が担保されるよう、要請してくだ

さい。 

                                 以上。 


